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メ ッ セ ー ジm e s s a g e

　青森県農協青年部協議会（以下、県青協）では、コロナ禍で青年部活動が制限されるなか、1,200
名の盟友とともに歩みを止めずできる活動を継続するべく取組んだ。

１．課題解決への取組み
　各青年部では、盟友一人ひとりが営農や地域活動を進めていく上での課題や疑問点を整理し、
盟友同士で解決策を検討した「ＪＡ青年組織の政策・方針集（ポリシーブック）」を作成（見直し）
している。
　県青協のポリシーブックでは、地域における担い手不足、青年組織への未加入などの課題を認
識しており、青年組織の仲間の拡大のため、積極的な活動等の紹介による新規就農者等への興味・
関心につなげることとしている。また、一般消費者に青森県農業への理解促進に取組むこととし
ている。

２．情報発信の強化
　今年度より、「インスタグラム」と「フェイスブック」のアカウントを取得し、青年部の盟友
拡大と、一般消費者への青森県農業への理解促進を目的に、「あおもり農業男子」の企画に取組
んだ。
　各単組の代表者７名の農業男子による青年部活動の紹介やより身近に感じていただくため農作
業等のＳＮＳ投稿を行った。
　結果、農業男子の作る農産物を抽選でプレゼントする
こともあり、多くの方々に応援メッセージ、投票を頂だ
いた。
　この企画は、県内３紙と産経新聞、ネットニュースに
も取り上げられ、青年部活動の情報発信と一般消費者へ
の農業理解促進に、一定の成果を得ることができた。

　　今回の取組みで、フェイスブックのリーチ数は、　
　7,037人、フォロワー数は、インスタグラム233人、　
　フェイスブック84人となった。

　来年度以降も、青森県農業と青年部活動への理解促進
のため、参加型の農業体験・収穫体験等を企画し、組織
強化をめざす。

青森県農協青年部協議会

ＳＮＳを活用した青年部活動の情報発信

あおもり農業男子の
取組みチラシ
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ＪＡグループ青森のめざす方向
　ＪＡ青森県大会は、ＪＡグループ青森の抱える
農業・ＪＡを取りまく諸課題に対する認識を統
一・共有し、今後のめざすべき姿や方向性、取
組事項等を確認するため、３年毎に開催してい
ます。
　第29回ＪＡ青森県大会は、令和４年２月25日、
新型コロナウイルス感染症対策としてWebに
て開催しました。
　大会では、「持続可能な農業と地域の実現」
をめざすため、４つの重点目標に取組むことを
決議しました。
　この決議により、ＪＡグループ青森はグルー
プの総合力を発揮し、４つの重点目標に取組ん
でいきます。
　ＪＡは地域の特性・実態をふまえ、引続き組
合員との対話を通じた自己改革に取組み、連合
会・中央会はＪＡの支援に全力を尽くしていき
ます。
　以下、今大会の決議内容について紹介します。

情勢認識について
　大会議案の作成にあたり、全国および県内の
情勢変化の把握と分析を行いました。
　県内については次の通りです。

１．県内のＪＡを取りまく情勢と課題についての概要
（１）青森県農業の現状と課題
①　農業産出額の増加と系統利用率の低迷
ア．農業産出額は平成27年度から５年連続で3,000億円台を維持しています。　令和元年度は、3,138
億円となりました。
イ．農業産出額の令和元年度内訳をみますと、果実914億円（うち、りんご869億円）、畜産885億円、
野菜642億円、米596億円となっています。
ウ．令和元年度農業産出
額は東北第１位、全国
でも７位となっていま
す。本県は、米、りん
ご、野菜、畜産がバラ
ンスよく生産されてい
ることが強みで、全国
有数の農業県です。

第 29 回 Ｊ Ａ 青 森 県 大 会 議 案 採 択 さ れ る

『持続可能な農業と地域の実現』
～10年後も元気な農業と地域をめざして～　さらなる深化を！

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

      

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｒ１　青森県の主要農業産出額とＪＡ販売高の状況（単位：億円）

［全体イメージ］
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エ．農業産出額に占めるＪＡの販売 (取扱 ) 高は、令和元年度において全体で38.1％と40％を切り、
品目別では米が52.5％、りんごが43.5％、野菜が49.5％、畜産が17.6％となりました。農業産出
額は全ての主品目で増加している一方、ＪＡの占有率は全て減少しています。 

　　②　農業所得の増加
　農業所得は、農業産出額の増加に伴い、平成28年度の1,558億円から減少傾向にあるものの、令
和元年度は1,162億円となった。

　　③　基幹的農業従事者の減少と高齢化、農業生産法人・新規就農者の増加
ア．基幹的農業従事者は、平成22年度と比較して20,526人 (29.9％ ) 減少し、令和２年度は48,083
人となりました。また、基幹的農業従事者の平均年齢は、令和２年度より調査母数が変更 (「販
売農家」から「個人経営体」へ変更 ) されたものの、平成22年度と比較して2.2歳上昇し65.4歳
となり、高齢化の進行が想定されます。
イ．認定農業者は、10年
前と比較して246人増
加し、令和元年度は
9,493人となっている
が、平成27年度（10,504
人）をピークに減少し
ており、平成29年度
からは１万人を割っ
ています。一方、農
業生産法人は193法人
（95.1％）増加して193
法人となり、特に、株
式会社形態の法人が20
法人から166法人と大
幅に増加しています。

（２）青森県ＪＡの組織・経営・事業の現状と課題
　　①　正組合員の減少と高齢化、准組合員の増加

ア．正組合員は、令和元年度までに12,186人（16.6%）減少して61,097人となり、年平均では1,200
人程度減少しています。一方、准組合員は、令和元年度までに3,242人（9.7％）増加して36,590
人となりました。
イ．正組合員の年齢別構成割合 (令和元年度 )は、70歳以上の占める割合が48.9％とほぼ半分となっ
ています。特に、80歳以上の占める割合が22.2％を占めており、正組合員の高齢化率はますます
すすんでいます。
ウ．正組合員の高齢化や
世代交代により、正組
合員の減少と准組合員
の増加がすすみ、ＪＡ
組織基盤の変化と多様
化が進行しています。

②　青年・女性部員の減少
　青年部員は、令和元年
度までに214人（13.4％）
減少して1,381人となり
ました。
　女性部員も、令和
元 年 度 ま でに3,899人
（43.7％）減少して5,031
人と、ともに減少に歯止
めがかかっていません。

青森県の農業産出額と生産農業所得額の推移（単位：億円）

年齢別構成割合の推移（正組合員）（単位：人）
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　　③　事業総利益の減少
　事業総利益は、事業取
扱高の減少により、令
和元年度までに29億円
（12.0%）減少しました。
　特に、購買事業総利
益11億円（16.2％）、共
済事業総利益９億円
（16.4％）信用事業総利
益６億円（14.3％）減少
しました。
　事業利益は、事業管理
費の削減により確保して
います。

ＪＡグループ青森のめざすべき方向
　ＪＡグループ青森は、第28回ＪＡ青森県大会決議の「10年後も元気な農業と地域」の達成をめざし、現
在実践している取組事項の“さらなる深化”により、私たち自身と、子や孫、さらにその先の世代に続く
『持続可能な農業と地域の実現』をめざします。
　このため、「食料・農業基盤の確立」「豊かな暮らしの実現」「組織・経営基盤の強化」「『食』『農』『協同組合』
の理解醸成」を重点目標とします。

４つの重点目標と取組内容
　情勢変化の把握と分析を受け、本県が抱える課題について、前回大会から大きな変化はないことから、
前回と同様の４つの重点目標を掲げ、これまでの取組みをより深くすすめる思いを“さらなる深化”と表
現し、引続き課題解決に取組むことにしました。

　以下、４つの重点項目について紹介します。

　１つ目の重点目標は『食料・農業基盤の確立』です。
　安全・安心な食料の生産県として、10年後、過去10年間で最高となる3,300億円の農業産出額をめざす
とともに、食料自給率100％超を実現し続けます。
　そのため、新規就農者の育成・確保や多様な人材が働きやすい農業環境を作り、販売力強化及び県産農
畜産物の消費拡大をすすめる等により、食料・農業基盤の確立に取組みます。

青森県のＪＡおける損益の推移（単位：億円）
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　取組項目は次のとおりです。
（１）強固な農業生産基盤の構築へ向けた担い手支援と農業労働力確保支援
（２）農業者の所得増大へ向けた取組み
（３）農業者の実態に応じた総合的な支援
（４）地域の実態に応じた地域農業の振興

　特に、農業生産基盤の弱体化が懸念される中、農業生産振興や産地の維持拡大のために、10年後の地域
農業を見通した地域農業振興計画の策定と実戦に取組みます。地域農業振興計画の策定にあたり、農業構
造の変化や組合員との対話を踏まえ、販売品取扱高の目標を設定するとともに、目標達成に必要な組合員
数、耕作面積等の具体的数値目標や目標達成のための実践方策を設定し取組みます。
　また、新規就農者や農業労働力の確保、集落営農組織の連携・広域化等の支援対策のため、「親元就農」
や「第三者承継」にかかる新規就農者の受入支援による担い手確保や無料職業紹介事業を中心とした農作
業の働き手確保等についてＪＡ、県段階、行政等関係機関が一体となり取組むことで、強固な農業生産基
盤の構築をめざします。

　２つ目の目標は、『豊かな暮らしの実現』です。
　ＪＡの支店やファーマーズマーケット等を組合員や地域住民との接点の拠点として、組合員等のニーズ
に応じたくらしの活動の展開をはかるとともに、行政や地域の諸団体等との連携を通じ、豊かな暮らしの
実現に取組みます。
　地域の課題対応や食料・農業基盤の確立、豊かな暮らしを実現するために、行政や地域諸団体等との連
携に取組みます。
　取組項目は次のとおりです。
（１）ＪＡくらしの活動の推進と生活インフラ機能の発揮
（２）地域の諸団体との連携強化
（３）信用・共済事業での貢献

　３つめの目標は、『組織 ･経営基盤の強化』です。
　「食料・農業基盤の確立」「豊かな暮らしの実現」を支えるため、自己改革の実践サイクルを継続実施す
る等の不断の自己改革の取組みにより、組織基盤・経営基盤等の強化に取組みます。
　特に、正組合員及び准組合員の加入促進による組織基盤強化や総会・総代会への意思反映の強化及び将
来見通しをふまえた中期経営計画等の策定・見直しによる持続可能な経営基盤強化、内部統制の確立・強
化等が重要です。
　取組項目は次のとおりです。
（１）組織基盤の強化
（２）持続可能なＪＡ経営基盤の確立・強化
（３）経営の健全性確保と内部統制の確立・強化
（４）協同組合運動を支える人材育成
（５）不断の自己改革の取組み

　４つめの目標は、『「食」「農」「協同組合」の理解醸成』です。
　食料、農業、国産農畜産物の重要性や、本県の食料生産に大きくかかわるＪＡの社会的役割等の理解醸
成を深める活動に取組むとともに、戦略的な広報活動により、ＪＡグループ内外に積極的に情報発信を行
います。
　特に、ＳＤＧｓへの取組みは前回大会にはない新たな取組みとなります。
　取組項目は次のとおりです。
（１）「食」「農」「協同組合」の理解醸成に向けた取組み
（２）戦略的な広報活動の展開
（３）協同組合の活動についての啓蒙と「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の取組み

組合員・役職員が一体となった取組みに向けて
　大会決議の実践を通じ、ＪＡの組合員・役職員一人ひとりが農業・地域・組織の課題に向き合い、大会
決議の実践により、３年間でしっかり結果を残せるよう一歩一歩前進していきましょう。

以　上
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ＪＡがアグロボットスタートアップ企業を支援
県内では初（２／７）

　ＪＡ青森は、輝翠ＴＥＣＨ（株）（仙台市、タミル・
ブルーム代表取締役）が開発を進める、人工知能（Ａ
Ｉ）を登載したリンゴ運搬ロボットの実験に協力して
いく。アグロボットの開発にＪＡが支援するのは県内
では初。青森市りんごセンターでは、同社が開発中の
運搬機のデモンストレーションが行われた。浪岡地区
でのデータ収集や実証実験は2022年４月からを想定し
ており、ほ場の面積や傾斜、品種構成など、実用化に
向けて改良を重ねていく予定だ。

農林水産大臣賞受賞　ながいも共進会（２／９）
　ＪＡつがるにしきた本店で、全農青森県本部主催の2021年度
ながいも共進会表彰式が行われた。共進会は県産ナガイモの高
品質・多収生産推進を目的に毎年開催。１月、青森県産業技術
センター野菜研究所で審査が行われ、つがる市富萢地区の工藤
和一さんが農林水産大臣賞、最優秀賞に選ばれた。澁谷勝志組
合長は「当ＪＡ管内の組合員が農林水産大臣賞に選ばれたこと
は非常に喜ばしいニュース。地域のコミュニティを発展させる
人材としてこれからも頑張って欲しい」と述べた。

水田活用の直接支払交付金の見直しに抗議／
市長に国への働きかけ要請（２／４）

　ＪＡつがる弘前は、弘前市役所を訪れ、櫻田宏市長に「水田
活用の直接支払交付金の見直し等に対する要請書」を手渡した。
　要請書を受け取った櫻田市長は「弘前市の基幹産業である農
業を守り、農家の方々が元気に農業を続けられるよう、国の方
に声を届けていきたい」と話した。同ＪＡでは２月中旬までに、
管内の平川市、大鰐町、藤崎町、西目屋村に対しても同様に要
請書を提出した。

子育て世帯へ新米１㌧／地域福祉の拡充へ（２／３）
　ＪＡごしょつがるは、五所川原市社会福祉協議会に対
し、2021年産の米１㌧（10㌔ 100袋）を寄贈した。斉藤勝
德組合長は寄贈に先立ち「協議会への寄贈を通じて、子
どもたちに地域のおいしい米を食べてもらいたい。」と述
べた。同協議会の乗田孝一会長は「コロナ禍による経済
状況の悪化で社会的な孤立、不安を抱く家庭も多い。米
は利用者に大変喜ばれる。地域の皆様と支える事業に対
し、今後も協力をお願いしたい」と感謝の言葉を述べた。

剪定会のＷＥＢ配信に挑戦（２／９）
　ＪＡ相馬村農業振興課では、リンゴ剪定会と防除暦説明会を
Ｗｅｂで配信している。ＪＡで動画撮影・Ｗｅｂ配信したのは、
初の取組みである。動画を編集した担当者は「講師の声がはっ
きりと聞こえるように収録し、また手元をズームして分かりや
すく撮る点で工夫した。多くの生産者に見てもらい、剪定前の
目合わせをしてもらえたら嬉しい」と話していた。

ＪＡつがるにしきた

ＪＡつがる弘前

ＪＡごしょつがる

Ｊ
Ａ
青
森

ＪＡ相馬村
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スマホ教室　開催（２／５）
　ＪＡ八戸金融部は、女性部員を対象とした「ＪＡスマホ教室」
を五戸支店で初めて開き、部員９人が参加した。幅広く組合員
へスマホに慣れ親しんでもらうことやＪＡバンクアプリやネッ
トバンクの利用促進が目的。参加者はドコモショップ根城店の
スタッフから、スマートフォンの使い方を学んだ。参加した部
員は「普段は電話をかけるためだけに使っていたが、他の機能
を使う良い機会になった」「自宅に帰って、もう一度復習したい」
と話した。

おいしいながいも決定戦開催！（１／28）
　野菜振興会ながいも部会は「第14回おいしいながいも
決定戦」を東北町北農村環境改善センターで開いた。今
年度もイオン仙台店での開催を予定していたが、新型コ
ロナウイルス感染の再拡大により中止。急遽、上北県民
局と全農あおもりの職員６名による審査（食味・糖度・
形状・こく味）で30点のナガイモの順位を決定した。部
会長の甲地優志さんは「ＪＡゆうき青森のナガイモをた
くさんの人から選んで貰えるように、味にも磨きをかけ
ていきたい」と話した。

２ＪＡが平川市長に見直し要請／
水田活用の直接支払い交付金（２／９）

　ＪＡ津軽みらいの工藤俊博組合長とＪＡつがる弘前の
工藤文明組合長は、平川市役所を訪れ、「水田活用の直
接支払い交付金の直接支払交付金の見直し等に対する要
請書」を長尾忠行市長に手渡した。要請書を受け取った
長尾市長は「見直しについて、市でも国の方へ要望して
いきたい」と話した。ＪＡ津軽みらいは２月中旬までに
管内の黒石市、藤崎町、板柳町、田舎館村に対しても同
様に要請書を提出した。

意見集約で22年度へ事業反映
組織代表者との懇談会（２／16）

　ＪＡ十和田おいらせは、本店で畠山一男組合長ら常勤理
事、ＪＡ職員と生産・協力組織代表者との懇談会を開いた。
代表者の意見や要望を聞き、2022年度のＪＡ事業や組織活
動に反映させるもので、出席者からは「生産資材等の価格
高騰に対する支援」や「産地拡大対策事業の継続」「事業
継承の支援」などの声が上がった。畠山組合長は「受け取っ
た要望は出来ることから速やかに事業に反映させ、農業所
得の維持・向上につなげていく」と述べた。

農業者の受診率アップへＪＡが協力（２／２）
　ＪＡおいらせ本店において、三沢市が健康診断とがん
検診を行い、組合員ら約100人が受診。ＪＡが行政と連
携、協力して組合員と地域住民の健康づくりを後押しし
た。ＪＡを会場にした健診は、第一次産業に従事する市
民の受診率が低いことから、農業者が訪問しやすい会場
と農閑期に行うことで、市は農業者の受診率向上に期待
を寄せた。市健康推進課によると、昨年に比べ予約者が
多く、関心が高かったという。

ＪＡ津軽みらい

ＪＡゆうき青森

ＪＡ十和田おいらせ
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Ｊ
Ａ
お
い
ら
せ



８●ＫＩＺＵＮＡ　March 2 0 2 2

　ＪＡ青森中央会は２月４日、ウェブ会議システ
ムでリンゴの栽培技術研修会を開き、新規就農者
や若手営農指導員ら11人が参加した。６回目とな
る今回も弘前大学農学生命科学部の林田大志助教
が講師を務め、2021年度の研修会を総括。
　過去５回実施した研修会の振り返りやリンゴの
加工について説明をした。参加した新規就農者は
「リンゴの栽培を始めたばかりだが、これまでの
研修会は、若手農家に向けた内容でとてもわかり
やすかった」「来年度の研修会では更に実践的な
ことも体験したい」と感想を述べた。
　研修会は22年度も実施予定。参加者からの課題・
要望を参考に７回程度実施していく。

　ＪＡグループ青森は２月25日、「持続可能な農
業と地域の実現～ 10年後も元気な農業と地域を
めざして～さらなる深化を！」をテーマに、第29
回ＪＡ青森県大会をウェブ会議システムで開い
た。県内の10ＪＡおよび連合会から約100人が参
加。農業就業人口や耕作面積の減少など、県内農
業の現状と課題を共有し、今後３年間で取り組む
４つの重点目標を決議した。
　大会で決議した重点目標の１つ目は「食料・農
業基盤の確立」。強固な農業生産基盤の構築へ向
けた担い手支援と農業労働力確保支援、農業者の
所得増大と総合的な支援、地域の実態に応じた地
域農業の振興に取り組む。２つ目は「豊かな暮ら
しの実現」。組合員との接点を強化し、総合事業
を通じ生活インフラ機能を発揮する。３つ目は「組
織・経営基盤の強化」。持続可能な農業と地域共
生社会の実現を支えることを目的に、協同組合運
動を支える人材育成、不断の自己改革に取り組む。
４つ目は「『食』『農』『協同組合』の理解醸成」。
戦略的な広報活動を展開し、ＪＡの社会的役割を
発信していく。また、持続可能な開発目標（ＳＤ

Ｇｓ）を実践していく。
　ＪＡ青森中央会の雪田徹代表理事職務執行者は
「今後とも、自主・自立の協同組合としてＪＡの
存在価値を高め、組合員や地域にとって、『なく
てはならない組織』をめざす。自己改革に終わり
はなく、創意工夫により取り組みを進めていく」
と力強く述べた。
　ＪＡ大会後の広報トップセミナーでは、( 株 )
楽天野球団の立花陽三取締役オーナー代行が
「トップ広報について」と題し、講演を行った。

第６回栽培技術現地講習会

第29回ＪＡ青森県大会

JA青森中央会 information　－ インフォメーション －

行事（３／10～４／10）

▲あいさつする雪田代表理事職務執行者（青森市で）

３月
　17日　　　県下ＪＡ女性部長・支部長・エ

ルダー代表者・事務局合同会議・
研修会（県農協会館）

　18日　　　消費税インボイス研修会（県農
協会館）

　31日　　　臨時総会・臨時理事会（県農協
会館）

４月
　６日　　　県ＪＡ女性協監査会・第１回定

例理事会（県農協会館）
　８日　　　定例理事会（県農協会館）

▼イベントのご案内、詳細はＨＰにて
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　農林中央金庫青森支店では、2021年４月より、
ＪＡ貸出推進班内に農業資金推進の強化を目的
に「農業資金サポーター」を２名配置し、ＪＡの
実践支援を担当する支店内職員と協力して各施策
への取組みや相談案件の解決に向けたサポートを
行っている。
　農業資金サポーターは、これまで大口案件等を
中心に、相談案件解決に向けたサポートをはじめ
関係機関との連携・調整など、各ＪＡの個別案件
のフォロー（2021年12月末時点：18件）を行っ
てきたほか、各ＪＡの個別勉強会の実施（同：
６ＪＡで実施）、農業融資推進マニュアルの改訂、
ＪＡとの行政訪問および経営相談会への同行等を
通じて多種多様な相談業務等への課題解決にも取
り組んできた。
　2022年度は、引き続き農業資金全般のサポート・
資金コーディネートの実施に加え、課題解決型の
取組みに注力するべく、以下の取組みを継続・強
化していく。

　ＪＡバンク青森では、農業者等への提案・相談
対応力強化による農業融資シェア拡大に加え、担
い手コンサルティングを通じて、総合事業体であ
るＪＡの強みを活かしたソリューションを提供
し、担い手の成長とＪＡの顧客基盤の維持・拡大
に取り組んでいく。

　農林中央金庫青森支店では、２月15、16日に支
店内全職員を対象に2021年度防犯訓練勉強会を開
催した。
　当支店では、これまで青森警察署の協力のもと、
警察署員が強盗役に扮して行う窓口強盗襲撃模擬
訓練を実施してきたが、コロナ禍の影響で模擬訓
練の実施を見送り、勉強会形式で開催したもの。
　勉強会は、防犯用ビデオ教材を使って行われ、
金融機関職員としての平素の防犯への取組みや犯
罪発生時のそれぞれの役割と行動イメージ等を再
確認した。

　ビデオ教材における防犯上のポイントは、次の
とおり。

　ビデオ教材視聴後、平常時と非常時における支
店内職員の役割分担や、非常用通報ボタンおよび
消火器の設置場所、また、犯人の動きを封じ込め
る道具として常備している護身用器具「さすまた」
の効果的な使い方や留意事項などを確認した。
　当支店では、コロナ禍終息後をめどに窓口強盗
襲撃模擬訓練を再開する予定であり、引き続き支
店全体の防犯体制強化と職員の防犯意識向上に取
り組むこととしている。

JAバンク青森 information　－ インフォメーション －

農業融資シェア、顧客基盤の維持・拡大
に向けた農業資金サポーターの取り組み

2021年度　防犯訓練勉強会を開催
行事（３／10～４／10）

農林中央金庫
３月
　18日　　　ＪＡバンク青森運営協議会専門

委員会（県農協会館）

農協電算センター
３月
　31日　　　臨時株主総会 (県農協会館 )
　　　　　　臨時取締役会 (県農協会館 )

▲熱心に防犯用ビデオ教材を視聴する職員

Ø職員は、常日頃からそれぞれの役割分担を認
識し、起こりうる様々な場面を想定し連携し
て対応することが大切。

Ø来店客等への声がけや店舗周辺の見回りは、
不審者、不審車輌、不審物等の早期発見に繋
がるほか、犯人に犯行を思いとどまらせる効
果が認められる重要な取組み。

Ø近年、犯人が灯油やガソリン等を使って放火
するケースも増えているため、出火後の初期
消火対応やお客様の避難誘導対応などの対策
は重要度を増している。

①　大口案件等に対する個別案件フォロー。
②　「担い手コンサルティング」による課題解
決に向けたソリューションの提供。

③　個別農機具メーカー説明会の講師対応。
④　ＪＡ職員向け個別勉強会の実施（農業近代
化資金・公庫資金含む）

⑤　その他農業法人、行政、関係機関等への同
行訪問。
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　ＪＡ全農あおもりは、青森県産米をメインとし
た県産品詰合せセットを販売するキャンペーン
「あおもり米ッセ」を展開している。立春にあた
る２月４日から開始し、３月15日まで。
　「あなたの周りの一歩踏み出すあの人へ、エー
ルを込めたギフトを贈りませんか？新社会人、定
年する人、結婚する人、大きな一歩も、小さな一
歩も応援したいから。ＪＡ全農あおもりがおいし
いお米とメッセージ（米ッセ）であなたからの応
援をお手伝いします。」をコピーに、県産農産物
の消費・販売拡大および認知度向上を図る目的で
実施している。
　セットは全３種。①県産米「青天の霹靂」をメ
インとした『あっと驚く、青天の霹靂のある人生
を！セット』②県産米「まっしぐら」をメインを
した『いくつになってもぉー！夢にまっしぐら
でぇぇぇー！セット』③県産米「つがるロマン」
をメインとした『突き進め。ロマンを追う、キミ
は美しい。セット』―県産米３銘柄をメインとし、
りんご・ながいも・にんにく・りんごジュース等
を詰合せたもの（全て県産品）。３種とも中身が
違うため、それぞれ楽しめる内容となっている。
この他、セット商品で再現できるオリジナルレシ
ピカードも同封する。
　梱包箱には、３銘柄のパッケージをモチーフに
したキャラクターをデザイン。キャラクターから
のエールも印字した。見て元気が出る、開けて元
気が出る、エール満載の１箱になるよう工夫した。
　購入者は、オリジナルのメッセージカードの同
封が可能で、よりエールを込めた１箱にすること
ができる。
　購入者には「応援できて偉いで賞」としてりん
ごジュースを29名様にプレゼント。ゴロ合わせで
「福（ふく）」とし、当セットを贈る方と受け取る
方、両方が幸せになって欲しい、そんな思いを込
めた。
　キャンペーンを企画した担当者は「コロナ禍に
より大事な人を直接応援するこができない人が多
くいると思う。離れていても、このセットを贈る
ことで大事な人にエールが届くことを願う」と話

す。
　詳しくは、全農あおもりホームページまで。

　ＪＡ全農あおもりは、青森県産ながいもの消費
拡大を図るため、「食べよう！あおもりながいも」
キャンペーンを展開している。３月13日まで。
　首都圏消費者へキャンペーンをアピールするた
め、ＰＲ動画を放映。２月21から27日までの７日
間、ＪＲ山手線・中央線・京浜東北線等、11路線
の車内モニターで放映した。
　動画は、ながいも料理を豪快に食べる女性の様
子を演出し、これにつられて食欲が沸くような内
容に仕上げた。美味しさを前面に出し、「県産な
がいもは生産量が惜しくも２位だが、味は最高！」
という内容を強調した。動画の制作にあたった全
農あおもりの担当者は「動画の女性の食べっぷり
に注目して欲しい。ながいもはとろろだけでなく、
いろんな食べ方があるのでぜひ試して欲しい」と
話す。
　また、ながいもレシピ動画を YouTube 上で
ＣＭ配信し、全国の量販店（460店舗）の店頭に
おけるＰＯＰ（ＱＲコード付き）を活用した売り
場づくりを行い、キャンペーンと連動した消費拡
大を図った。
　県内では今回制作した動画をアレンジしたテレ
ビＣＭを放映している。地産地消で県全体を盛り
上げたい気持ちを込めている。
　キャンペーンには、特設サイト内の専用フォー

「あおもり米ッセ」キャンペーン

「食べよう！あおもりながいも」キャン
ペーン

JA全農あおもり information　－ インフォメーション －

▲思いを込めた３セットに
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ムから応募できる。ながいもを使った料理の写真
を撮影・添付し、簡単なアンケートに回答すると、
県産品詰合せセットが抽選で100名様に当たる。
　詳しくは、全農あおもりホームぺージまで。

・ながいも最優秀賞
　ＪＡつがるにしきた　工藤和一さん

・にんにく最優秀賞
　ＪＡ十和田おいらせ　熊野雅人さん

・ながいも優秀賞
　ＪＡ八戸　森司さん㊨
・にんにく優秀賞
　ＪＡ八戸　金澤幹雄さん㊧

「春のＷ
キャンペーン

」

実施中！

行事（３／10～４／10）

▲動画でキャンペーンをＰＲ
詳
し
く
はこ

ち
ら▼

令和３年度青森県ながいも共進会・にん
にく共進会の表彰式を行いました

４月
　８日　　　運営委員会（県農協会館）
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JA共済連青森 information　－ インフォメーション －

　ＪＡ共済連青森は、２月３日に新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止の観点からオンラインによる
「共済事業担当常勤理事会議」を開催した。
　各ＪＡの共済事業担当常勤理事が出席し、令和
４年度業務計画内容等の周知と、令和３年度の全
ＪＡ普及推進目標達成ならびに県下事業量目標達
成に向けた取組みについて最終確認することを目
的として開催した。
　はじめに福士本部長から開会の挨拶があり、
日々の業務運営にご尽力いただいていることへの
感謝と令和４年度の業務計画などについて述べ
た。
　会議では、①令和３年度目標達成に向けた取組
みについて②令和４年度から６年度ＪＡ共済３か
年計画（案）について③令和４年度事業計画書（案）
について④令和４年度業務計画書（案）について
⑤次期３か年計画（令和４年度から６年度）にか
かる地域・農業活性化の取組みについて⑥令和３
年度共栄火災商品の目標達成に向けた取組みにつ
いて⑦令和４年度共栄火災の取組みについての協
議が行われた。
　また、２月９日には、オンラインによる「拡大
共済担当部課長会議」で同内容の協議が行われた。

　ＪＡ共済連青森は、２月14、15、22、25日に新
型コロナウイルス感染症拡大防止の観点からオン
ラインによる「仕組改訂・事務改善事項研修会」
を開催した。
　ＬＡ管理者、共済担当管理者、ＬＡ、共済担当
者を対象に、令和４年度の仕組改訂および事務手
続・帳票様式等の設定・変更にかかる知識の習得
を目的として開催された。
　研修会では、生命総合共済、建物更生共済、賠
償責任共済の概要について説明した。

　生命総合共済では、認知症共済の新設について
説明が行われた。組合員・利用者の将来の不安に
応え、ＪＡグループとしての認知症への取組強化
を支援することを目的としている。認知症への不
安に対し、未然防止や早期発見にも対応できるよ
う所定の軽度認知症も保障する。
　建物更生共済では、契約事前受付制度の新設と
農業用施設等の引受拡大について説明が行われ
た。新制度の導入による利便性向上と農業用施設
の加入範囲拡大により、加入のしやすさや提供の
しやすさの向上を目的としている。契約時前受付
制度は、従来の満期継続制度を拡充し、新契約時
でも事前に加入申し込みが出来るようにグレード
アップされた。農業用施設等の引受拡大は、特定
建築物（「倉庫」「農作業場」の用途に該当する物
件）、膜構造建築物やテント式倉庫、農業用機械
器具の引受が拡大される。
　賠償責任共済では、農業者賠償責任共済の新設
についての説明が行われた。農業者の営農を支援
すべく、農業関連賠償を分かりやすく再編するこ
とを目的としている。従来、ＪＡ共済・共栄火災
双方で提供していた農業者向けの賠償責任保障の
仕組み・商品を統合しグレートアップされた。
　研修会では、他にも事務改善事項等に伴う事務
手続・帳票様式の設定・変更について、自動車・
自賠責共済における引受審査業務の取組事項等な
ど多岐に渡り研修が行われた。
　オンライン開催であったが、受講者は熱心に受
講している様子が伝わってきた。

共済事業担当常勤理事会議の開催

仕組改訂・事務改善事項研修会の開催

４月
　５～７日 共済基礎知識研修会／基礎知識

コース（青森県トラック協会）
　８日 共済基礎知識研修会／ＬＡ推進

活動コース（県農協会館）
　８日　　　運営委員会（県農協会館）

行事（３／10～４／10）

▲会議の様子

▲研修会の様子
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支援内容の見直し

新たな支援措置

交付対象水田の扱い

あおもり
東北農政局通信

あおもり 東北農政局青森県拠点
地方参事官室（経営所得安定対策）

℡：017-777-3512

連絡先

令和４年度「水田活用の直接支払交付金」
の拡充・見直しについて
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育児・介護休業法の改正について

１．はじめに

　令和４年４月１日より、男女とも仕事と育児・介護を両立しながら働くことができるよう、育児・介護
休業法が段階的に改正される（令和４年４月１日施行、令和４年10月１日施行）。今回の改正の目玉は新
たな育休制度の創設、雇用環境整備、個別周知・意向確認措置の義務化などである。次項から、令和４年
４月１日に施行される事項、令和４年10月１日に施行される事項について紹介したい。

２．令和４年４月１日施行の内容

（１）有期雇用労働者の育児・介護休業取得要件の緩和
　有期雇用労働者が育児・介護休業を取得できる要件について、これまでの育児・介護休業規則例で
は有期雇用労働者が育児・介護休業を取得する場合、「引き続き雇用された期間が１年以上」と要件
を定めており、無期雇用労働者の場合と取扱いに差があった。今回の改正では、無期雇用労働者と同
様の取扱いをするため、就業規則等に「引き続き雇用された期間が一年以上」と取得要件が記載され
ている場合はその記載を削除する必要がある。

（２）育児休業を取得しやすい雇用環境整備の義務化
　育児休業と産後パパ育休（後述）の申し出が円滑に行われるようにするため、事業主は以下のいず
れかの措置を講じることが義務化される。※厚生労働省では複数の措置を講じることが望ましいとさ
れている。
①育児休業・産後パパ育休に関する研修の実施
②育児休業・産後パパ育休に関する相談体制の整備等（相談窓口や相談対応者の設置）
③自社の労働者の育児休業・産後パパ育休取得事例の収集・提供
④自社の労働者へ育児休業・産後パパ育休制度と育児休業取得促進に関する方針の周知

（３）妊娠・出産（本人または配偶者）の申し出をした労働者に対する個別の周知・意向確認の措置の義
務化
　本人または配偶者の妊娠・出産等を申し出た労働者に対して、事業主は育児休業制度等に関する以
下の事項の周知と休業の取得意向の確認を個別に行うことが義務化される。※厚生労働省では取得を
控えさせるような形での個別周知と意向確認は認められないとされている。
〇周知事項
　①育児休業・産後パパ育休に関する制度、②育児休業・産後パパ育休の申し出先、③育児休業給付
に関すること、④労働者が育児休業・産後パパ育休期間について負担すべき社会保険料の取り扱い
〇個別周知・意向確認の方法
　①面談、②書面交付、③ FAX、④電子メール等のいずれか（③④は労働者が希望した場合のみ）

３．令和４年10月１日施行の内容

（１）産後パパ育休（出生時育児休業）の創設及び育児休業の分割取得
　産後パパ育休制度とは子の出生後８週間以内に４週間まで２回に分割して取得が可能な制度であ
る。また、令和４年10月から通常の育児休業の２回の分割取得が可能となるため、産後パパ育休と合
わせて子が１歳になるまで４回の育児休業の取得が可能となる。

経 営 の 窓 口
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（２）改正後の働き方・休み方のイメージ（例）
〇現行
 

〇令和４年10月１日～
 

（厚生労働省ホームページより抜粋）

４．さいごに

　今回の法改正は、育児・介護休業を取得しやすくするものだが、妊娠・出産の申し出をしたこと、産後
パパ育休の申し出・取得、産後パパ育休期間中の就業を申し出・同意しなかったこと等を理由に、不利益
な取り扱いを行うことは禁止されている。このため、育児・介護休業を取得する人に対してのハラスメン
ト防止にも留意が必要となる。本会では、ＪＡが今回の法改正に円滑に対応できるよう、研修会等での周
知や就業規則等の作成支援、相談対応を充実していきたい。

（中央会　経営対策部）

産後パパ育休（Ｒ４.10.1 ～） 育児休業（Ｒ４.10.1 ～） 育児休業（現行）

対象期間
取得可能日数

子の出生後８週間以内に４
週間まで取得可能

原則子が１歳
（最長２歳）まで

原則子が１歳
（最長２歳）まで

申出期限 原則休業の２週間前まで 原則１か月前まで 原則１か月前まで

分割取得
分割して２回取得可能（初
めにまとめて申し出ること
が必要）

分割して２回取得可能
（取得の際にそれぞれ申
出）

原則分割不可

休業中の就業

労使協定を締結している場
合に限り、労働者が合意した
範囲で休業中に就業するこ
とが可能

原則就業不可 原則就業不可

１歳以降の延長 育休開始日を柔軟化 育休開始日は１歳、１歳
半の時点に限定

１歳以降の再取得 特別な事情がある場合に
限り再取得可能 再取得不可
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くらしの活動は「組織基盤を強固」にする活動（その１）

　ＪＡでは、組合員の高齢化の進行による離農や、組合員のＪＡ離れなどが懸念されている。
　このため、組合員第二世代（45歳以上69歳以下）の求心力と関係性を強化し、事業利用を促進するとと
もに、准組合員（事業利用が少ない、活動の参画が弱い）、地域住民という「新たな事業利用者」「新たな
ＪＡファン」づくりが求められている。
　その施策の一つとして、共感や思いを共有しＪＡへの親しみや理解を得ることのできる「ＪＡくらしの
活動」の取組みが効果的とされている。
　今回はその概要について、次回は、昨年12月15日に開催された組織基盤強化研修会の中から、「わがＪ
Ａ意識」について紹介する。

１．くらしの活動とは

（１）取組みの意義
　　ＪＡ全中では、「ＪＡくらしの活動」を

　「安心して暮らせる地域づくり」と「豊かな暮らしの実現」による、ＪＡ組織基盤を強固にす
る活動と位置づけている。

　　また、組合員のニーズをふまえた活動を展開することで、

　第二世代のアクティブ・メンバーシップ（＊）、「わがＪＡ意識」の醸成を促進させるとしている。
　＊組合員が積極的に組合の事業や活動に参加すること。

　　さらに、

　准組合員・地域住民とＪＡとの「接点」をつくることで、農業理解と地域農業振興の「応援団」
や、ＪＡのイメージ向上によるＪＡ「ファン・仲間」の創出につながる活動としている。

（２）活動の性格
　　①　先行投資的な活動

　活動の展開によって直接的な事業利用につながることを第一の目的とはせず、長期的な視点で漢
方薬のようにじっくりとＪＡへの親しみが向上し、結果として、ＪＡ・協同組合への理解・好感や「わ
がＪＡ意識」の向上を通して、ＪＡ事業利用につながりＪＡ総合事業に効果をもたらす先行投資的
な活動といえる。

　　②　各部署が分担・連携して取り組む、ＪＡ全体の活動
　一部の部署や一部の職員によらず、ＪＡ支店など「人が動き、集う「場」」を拠りどころにＪＡ
の総合力を発揮してＪＡ全体で取組まなければならない。

組 織 農 政 通 信
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２．活動の目的

（１）地域の活性化
①　活動を通して組合員・地域住民との関係性を強くし、ＪＡファン、農業・ＪＡの理解者・応援団
づくりにつなげる。
②　食と農、地域とＪＡを結ぶ取組みを通して地域の中でなくてはならないＪＡを目指す。

（２）アクティブ・メンバーシップの強化（ＪＡ組織基盤強化）
　ニーズに応えた活動を通して組合員が「わがＪＡ意識」や親しみを深め、更なる活動参加と積極的
な事業利用を促進し、組織基盤強化につなげる。
　組合員の意識・親しみが増せば、組合員は自ずとＪＡの活動に参加しＪＡの事業を利用しＪＡに結
集する。
　重要な対象者として、「ＪＡに対する帰属意識や関心の低い正組合員第二世代」や「准組合員」に
対する働きがけが重要となる。

【参考】組合員意識と事業利用の相関関係

　くらしの活動は、多様化した組合員とＪＡのつながりをより深め、正組合員第二世代をはじめ准組
合員・地域住民にとって魅力あるＪＡとなるよう、「事業以外の部分」で組合員との結びつきを強化
することがより重要とされている。
　活動は、事業実績にストレートに反映しないが、ＪＡ全中の「組合員のアクティブメンバーシップ
に関するアンケート」では、正・准組合員ともに「組合員の意識（親しみ・必要性・理解）が高まれ
ばＪＡ事業の複合利用率（信共＋生活）が高くなる」という結果が出ている。

３．活動の拠点（支店・支所）

　支店・地域毎に人口分布や地域性、農作業の繁閑期が異なるため、独自性を生かし、ニーズに合った活
動の企画・実施が求められる。
　そのためには、「支店運営委員会」等による組合員参加型の協議の場を設け、企画・立案することが重
要となる。

支店を拠点とした活動例

（中央会　農業対策部）

支店ふれあい活動の分類 支店ふれあい活動の具体例

支店まつり
（不特定多数型活動）

●支店まつり　　●支店だよりによる情報発信
●その他支店におけるイベント　　など

食と農に関する活動
（主に特定少数型活動）

●地元農畜産物の直売会　　●支店付属農園
●農業塾等の栽培技術講座　●農業体験学習・イベント
●体験型農園　　●料理・農産物加工教室
●幼稚園・保育園、学校への出前講座　　など

地域貢献活動
（主に特定少数型活動）

●ＪＡ健康寿命100歳プロジェクト（健康増進活動・健診）
●カルチャー教室、趣味・教養等各種教室
●生きがいづくり講座　　●子育て支援教室　　●子ども食堂
●地域のイベントへの協力・参加
●清掃活動・交通安全活動　　など

組合員組織と連携した活動 ●ＪＡ女性組織、ＪＡ青年組織　　●ＪＡ助けあい組織
●年金友の会　　など
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１．はじめに
　本県ＪＡでは農業労働力確保対策として、無料職業紹介所の運営やマッチングサイトの活用、援農ボラ
ンティア（農業応援隊）の受入などに取組んでいる。また、農家個々においてもハローワークへの申込み
や求人サイトへの登録など、短期雇用を中心とした労働力確保対策に取組んでいる。このような取組みを
すすめるうえで重要になるのは、求人側（農家）と求職側との雇用条件のミスマッチをいかに解消するか
である。特に、パート・アルバイトは学生や子育て世代が対象になるので、これらの方が、どのような雇
用条件を希望しているのかを理解し、いかに応えていくのかを考える必要がある。

２．求職側の声を聞く
　求人側がパート・アルバイトを募集する際に考えるのは「低賃金でよく働く人を雇用したい」「賃金を
高くすれば収穫期でも人は集まるだろう」といった賃金を主とした雇用意識が多いと思われる。一方、求
職側の雇用条件に関するアンケートを見ると、賃金も主な条件ではあるものの、働く時間帯や勤務時間、
職場の場所なども上位となっている。

【パート・アルバイト求職希望者の雇用条件アンケート】（回答が多い順）
（１）大学生の回答
　①働く時間帯　　②賃金　　③職場の雰囲気　　④仕事内容　　⑤職場の場所
（２）主婦の回答
　①職場の場所（家から近い）　　②シフトが自由　　③短時間勤務　　④賃金　　⑤未経験歓迎

　この結果からわかるように、求職側が希望する条件は賃金以外の要素も多く、求職側の対象によっても
重視する雇用条件が変わるということを理解する必要がある。また、求職側の高齢層では「移動手段があ
れば働いてみたい」という意見があるほか、農業の求人票では、“農作業”や“収穫作業”といった仕事
内容の記載が多く、実際の仕事が想像できないといった意見も見られる。つまり、求職希望者を増やすた
めには、現在雇用しているパート・アルバイトの声を聞くことや農業短期就農体験（インターンシップ）
の受入など、様々な場面で雇用条件に関する情報を収集することが重要である。

３．働きやすい環境づくり
　求職側が希望する雇用条件に応えるためには求人側の雇用意識の改革が必要である。「求人票に農作業っ
て書いているから何でもしてもらうよ」「仕事の内容はやってみれば判るから」「忙しい時は早出も残業も
あるよ」というような意識を改め、どうすれば求職希望者が増え、長く働いてくれるかを踏まえた「働き
やすい環境づくり」が必要になる。この働きやすい環境で最も重要なのが良い人間関係を構築することで
ある。そのためにはまず、自らの経営方針をしっかりと定め、家族・雇用者とのコミュニケーションを図
りながら、経営上の課題（解決方法）や年間の作業スケジュール等の共有化をすすめ、どうすれば働きや
すい環境になるのかを一緒に検討することが重要となる。

【働きやすい環境づくりに向けた検討事項】＜参考＞

（１）雇用する際の基本となる労務管理
　①社会保険・労働保険の加入（必須）　　②就業規則の整備（労基法等の理解）
（２）経営（作業）内容にあった就労条件
　①短時間勤務就労の検討・・・・・・・・子育て世代
　②フレックス制度の検討・・・・・・・・副業
　③軽作業の検討・・・・・・・・・・・・高齢者・農福連携
　④連休・夏休み期間限定募集の検討・・・学生
　⑤収穫体験アルバイトの検討・・・・・・一般観光客
（３）柔軟な就労体系の工夫
　①原則として残業なし　　②子供の学校行事優遇　　③本業（学業・スポーツ等）優遇支援
（４）職場環境・労働安全確保
　①トイレ・更衣室（休憩場・ロッカー）の設置　　②駐車場の確保　　③案内看板の設置
　④清掃・整理整頓　　⑤熱中症対策（就労体系と連動）
（５）業務内容の見える化
　①作業マニュアル（動画）の作成　　②写真・動画のＳＮＳ発信（労働力の募集・採用に活用）
（６）人材育成等

４．まとめ
　家族経営の農家は、ギリギリの労働力で普段の農作業をこなす傾向にある。このため、収穫期の労働力
確保が重要な課題となっており、最悪の場合は売上に影響が出る可能性がある。これまでは、家族、親戚
を中心に確保してきた労働力も今後、ますます外部の労働力を確保する必要が出てくる。そのためには、
雇用条件にあった人を探すのではなく、求職者が希望する雇用条件に合う働きやすい環境をつくることが
求められていることから、ＪＡとしても雇用意識改革に向けた啓蒙活動を強化する必要がある。

（中央会　農業対策部）

実践  農業者支援
農業労働力確保に向けた農家の雇用意識改革
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おいしさギュっと！～おにぎり№１決定戦～

　ＪＡ十和田おいらせは10月８日～11月19日にかけて、米の消費拡大
を目的とした「おにぎり№１決定戦」を開いた。ＪＡの部・支店ごと
に職員がアイデア満載のおにぎりレシピを考案。地域住民が食べたい
おにぎりに投票し、2,213票が集まった。開票の結果、各部署18グルー
プの中から、藤坂支店が考案した「トムベジさんの優しいおむすび」
が221票を獲得し、優勝した。
　「トムベジさんの優しいおむすび」は管内主力米「まっしぐら」と
主力野菜のニンニクを一緒に炊き込みブランド野菜「ＴＯＭ－ＶＥＧ
Ｅ（トム・ベジ）」など７種類の具材を挟んだ栄養満点のおにぎり。

　レシピを考案し
た苫米地有子係長
は「ニンニクが入る
とご飯に甘みが出て
具材の味を引き立て
る。健康でいてほし
い大切な家族に作ってほしい」とア
ピールする。
　全てのレシピは当ＪＡホーム
ページで公開している。

新人育成の悩み共有～トレーナー意見交換会～

　ＪＡ十和田おいらせは１月19日、新採用職員のトレーナー（育成係）の意見交換会を開いた。トレーナー
14人は、トレーニングをする上での不安や悩みを共有した他、ゲームを通して物事の伝え方や表現方法を
習得した。新採用職員だけでなく、トレーナーのフォローアップで、働きやすい職場づくりにつなげる。
　「トレーナー制度」を導入して２年目になる。原則、新採用職員１人に年齢の近いトレーナー１人を配置。
トレーナーは日常業務の進め方を助言す
る他、相談相手として精神的なケアも行
う。
　意見交換会では、事前アンケートを基
に日ごろの悩みを共有。「全職員がトレー
ナーの役割を理解するべき」「新採用職
員との良好な関係づくりはどうしたらよ
いか」などの声が上がり、体験談などを
通して今後の対応や解決策を話し合っ
た。
　教育人事課の山端絹子課長は「それぞ
れの思いや考えがあり、指導方法の見直
しや改善する部分が見えた。トレーナー
だけに負担をかけないよう全体で共有
し、サポートしていく」と話す。

ＪＡ十和田おいらせNEWS

投票する地域住民

「トムベジさんの優しいおむすび」

日ごろの不安や悩みを共有するトレーナー

レ
シ
ピ
は
こ
ち
ら

を
チ
ェ
ッ
ク



2 0●ＫＩＺＵＮＡ March 2 0 2 2

　ＪＡ相馬村特産販売課では、直売所「林檎の森」にて毎年恒例の
干し餅の販売を開始した。この干し餅の特徴は、カボチャやヨモギ
などの野菜やリンゴ、ハックルベリーなどの果物に加え、コーヒー
やゴマなど９種類の豊富な味が楽しめることにある。そのまま食べ
ても美味しいが、バターやサラダ油で炒めたり、トースターでこん
がり焼いて食べるなど調理方法を工夫することで様々な美味しさに
変化することも人気の秘密となっている。
　現在も作業を続けている弘前市の花田いく子さんは「20年ほど作っているが、今年は稀に見る
大雪で低温が続いているため、旨みがギュッと締まり、美味しい干し餅になった。数量限定のた
め、早めに食べてもらいたい」と話していた。
　この干し餅はＪＡ直売所「林檎の森」にて（大）800円（小）5000円で販売している。

　問い合わせ先：ＪＡ相馬村「林檎の森」
　電話：0172-84-3411
　記事提供：ＪＡ相馬村

ＪＡ全農あおもり　
東北エネルギー事業所　青森推進課

　　武
たけ

井
い

将
しょうたろう

太郎　さん

●プロフィール
2019年４月から勤務　青森市出身　25歳

輝き
働くきっかけは？ 

　地元の祭りや文化、風景が好きなので、生まれ育った地元に貢献できる企業で働きたいと思ったのがきっかけです。
青森の農業を支え発展させていくためにこの業界で尽力したいと思いました。

業務内容を教えて下さい。 
　ＪＡ－ＳＳ（ＪＡのガソリンスタンド）に訪問し、経営や販促の指導業務をしています。また、ＪＡ－ＳＳでの各
種キャンペーンや、スタッフに対する講習会・研修会の企画・運営等もしています。

働いた感想は？ 
　学生の頃より「すみません」と言う回数が増えたと思います。これが良いことかどうかはわかりませんが、これか
らは「ありがとうございます」と言う回数・言われる回数を増やしていきたいです。　
　　　　
仕事をする上で、日頃心がけていることは？ 

　「理解・納得して仕事する」ということです。専門的な知識が特に多い業務なので、初めて聞くことが大半です。
しかしそこで拒絶するのではなく、真摯に学び、実直に取り組むことが、自己の成長につながると考えています。　

特技・趣味は？ 
　特技は早寝早起きです。朝は大抵多くの人がまだ起きていない時すでに起きていますし、夜は多くの人がまだ寝て
いない時すでに寝ています。

あなたが自慢できることは？ 
　私は潜水（息継ぎせずに何ｍ泳げるか）が得意です。人より長く泳ぐことができます。先日も某運動施設のプール
で潜水していて、隣のレーンで泳いでいた御婦人に「いつまで泳いでるの？」と聞かれるまでずっと泳いでいました。
海水が苦手なので海では潜水できませんが、いつか日本記録（227ｍ）を更新したいと思っています。

将来の夢は？ 
　高い所が好きなので、スカイダイビング・バンジージャンプ・パラグライダーといったアクティビティを体験して
みたいです。

自慢の干し餅を持つ花田さん
（青森県弘前市で）

幅広い年齢層に大人気「干し餅」
自慢の
逸品
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■ＪＡ青森中央会　　https://www.ja-aomori.or.jp/chuoukai/
　　　イベントの様子､ 歳時記､ 産直・ＪＡ情報などをご覧いただけます。
■ＪＡバンク青森　　https://aomori.jabank.org/
　　　商品・サービスのご案内のほか、マネーシュミレーションや全国のＪＡバンクへのリンク等をご覧いただけます。
■ＪＡ全農あおもり　https://www.zennoh.or.jp/am/
　　　生産量日本一のりんご・にんにく・ごぼうをはじめとした農畜産物情報や活動状況、中古農機情報を紹介しております。
■ＪＡ共済連青森　　https://www.jakyosai-aomori.jp
　　　ＪＡ共済のご案内のほか、地域貢献活動の取組みを紹介しております。

ホームページアドレス

　やっと長い冬が終わり、春を迎
える季節となった。それにしても
今年の青森市の積雪量は半端なく
多かった。最大積雪量は140セン
チ越えが複数回あり、２月末の累

計積雪量は平年比174％とここ数年では記憶に無
い程のものとなった。ＮＨＫで青森県の酸ヶ湯の
積雪量が大きく報道され、国民に青森県は積雪が
多い県だという印象を与えているが、そもそも
酸ヶ湯はあの八甲田山の麓にあり、標高が900メー
トルの所だから、青森県民にしてみれば雪が多い
のは当たり前なのだ。
　さて、「絆」の編集に携わって丸４年。今月は
人事異動の時期であり、間違いなく異動対象候補
者である。編集後記も終盤を迎えることとなった

が、この４年間で特に印象に残る出来事を挙げて
みたい。
①新型コロナウィルス未だ収束せず。オミクロン
株恐るべし②２人の子育て終了。出生から就職ま
で数千万円の費用に驚き③元上司との中央会での
再会にビックリ④２年連続内視鏡手術。心技体の
充実に微妙な影、老化現象のはじまり⑤雪害によ
る自宅の修繕。退職金が無かったらぞっとする、
など。
　最後に、１日でも
早くコロナが収束
し、マスクの無い日
常生活に戻れるよう
今しばらく頑張りま
しょう。（公）

完成したパッチワークの前で記念撮影する鶴翔女性部員
（青森県鶴田町で）

ＪＡつがるにしきた

仲間と楽しく
パッチワーク

仲 間

　ＪＡつがるにしきた女性部鶴翔支部は、13班で構成され、部員229人で活動している。主な活動内容は、

部員研修や料理教室、手芸教室など。なかでも農閑期の12月から２月の間に計５回開催しているパッチワー

ク教室は、20年以上続く恒例行事だ。

　パッチワーク教室には、毎年10人ほどの部員が参加。５回の教室を通して、それぞれが１～２つの作品

を完成させていく。色や形、柄など様々な布を縫い合わせて仕上げる。互いに進み具合の確認をしながら

世間話などをして楽しく作業を進めている。

　近年は10年以上この教室に参加している女性部員が講師を務め、縫い方などを教えている。講師は「細

かくて難しそうに思われるかも知れないが基本はシンプル。小さなピースを縫い合わせて作るパターンは

無限大。みなさんも是非チャレンジして欲しい」と話した。

　　　　　（日本農業新聞・青森県版２月10日掲載）
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青森から３つの「美味い！！」

つがるロマン
T SUGARU  ROMAN

青 天 の 霹 靂
S E I T EN  NO  H EK I R EK I

まっしぐら
MAS SH I GURA

 　　

エール便のチラシを配布しています。各記念品（総会・職員会など）として、又ご家族用にぜひご利用下さい。

お申込み・
お問い合わせは

お申込み・
お問い合わせは

青森支店株式
会社

TEL 017－729－8800

〒030-0847　青森市東大野二丁目1－15
総合旅行業務取扱管理者：伊藤　　亨・田川ますみ

FAX 017－729－8803

（一社）日本旅行業協会正会員  観光庁長官登録旅行業第939号

一般社団法人日本旅行業協会（JATA）の正会員です。

株式会社農協観光代理業
青森県知事登録旅行業者代理業第26号
JAゆうき青森旅行センター
☎0175－72－1433
総合旅行業務取扱管理者／八重樫泰浩

Part



作品紹介

絆 3
印刷所／長尾印刷株式会社
令和４年３月10日発行
定価／ 200円

（会員の購読料は賦課金に含まれています）

発行所／　　  JAグループ青森
　　　　　　  JA青森中央会／ JAバンク青森
　　　　　　  JA全農あおもり／JA共済連青森
〒030-0847　青森市東大野二丁目1番地15

☎017-729-8755（JA青森中央会総務企画部総務課）

J Aグループ青森 月刊広報誌［903号］
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